
◎基本情報

主

副

● 対象 ○ 対象外 ○ 対象 ● 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ● 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 3,184,863 59,387 16,067 50,640

事業費

の内訳

令和3年度決算

・芸術の森小学校　新築ほか工事周辺調査　７，４２７千円

令和4年度予算

・仮称）定山渓地区義務教育学校　実施設計等　４２，０００千円

人工 1.2 1.2 1.2 1.2

人件費 8,640 8,640 8,640 8,640

事業費 3,176,223 50,747 7,427 42,000

うち特定財源 2,559,764 0 0 37,000

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

0 年度

関連法令・条例・
要綱等

学校教育法、学校教育法施行令、義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律

他都市の状況

全国的に少子化が進んでいることから、他都市においても同様の取組を行っている。

実施結果

芸術の森小学校の新築工事による、近隣の家屋等への影響の有無を調査した。（工事後家屋調査）

事業実施における
工夫点

なし

対象者 児童生徒等 開始 平成27 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

学校規模適正化に当たって必要となる学校施設を整備するため。

長期

石山地区及び芸術の森地区の学校規模の適正化を図り、子どもたちの良好な教育環境を確保するため。

取組内容

①芸術の森小学校新築工事に係る家屋調査

②国庫補助を受けて取得した旧石山南小学校及び旧石山東小学校用地の財産処分に伴う国庫納付金の支出を
行う

011-211-3835

施策名
子ども・若者を社会全体で育成・支援する環境づくり

アクションプラン 戦略ビジョン

事業名 学校新築費

評価担当課
所属名 教）生涯学習部　学校施設課

課長名 宮野 担当者名 髙橋（良） 電話番号

事業評価調書

年度 令和3年 会計コード 10 一般 事業コード 36846



◎検証（振り返り）

■ 企画 □ 実施 □ 評価 □ 対象外 □ 回答 ■ 反映

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

○ 改善 ● 現状維持 ○ 休止・廃止

○ 拡充 ● 現状維持 ○ 縮小 ○ その他

千
円

今回の評価

評価の理由
統合後に必要となる学校施設の新築について、事業を計画的に行うことができたため。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

（仮称）定山渓地区義務教育学校の新築工事（１年目）及び（仮称）真駒内地区義務教育学校の新築実施設
計を予定している。

予算
（仮称）定山渓地区義務教育学校の新築工事（１年目）
（仮称）真駒内地区義務教育学校の新築実施設計 見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

なし
見直し効果額

（前年度）
0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

なし

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

小学校を統合するために必要な学校施設整備を行うにあたり、統合後の児童数や施設の老朽化
の進み具合等を勘案した結果、新築により十分な収容規模の確保、効果的な整備が可能となる
ことから、事業手法は適切であると考える。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

小学校新設に向けて、必要な学校施設整備を行うことができたと考える。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

A

芸術の森小学校の校舎、屋内運動場、プール等の新築工事を行った。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

新築事業は文部科学省の補助事業であり、概ね補助資格面積の範囲で必要な整備を行っている
ことから、事業規模は適切であると考えられる。

項目 判定 理由

成果指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

成果指標１

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

活動指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

活動指標１

指標名 児童数等により各地域に応じて事業を行うため指標は設定しない

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定


